真の地方分権改革の推進に関する特別決議
　平成５年、衆・参両院が全会一致で可決した「地方分権の推進に関する決議」に端を発した我が国の地方分権改革は、我々地方六団体がこぞって提出した憲政史上初の「地方分権の推進に関する意見書」を踏まえ具体化し、機関委任事務の廃止や国の関与の見直しなど一定の成果を挙げたものの、分権型社会の実現にはなお多くの課題が残されており「未完の改革」であった。

　以来、１２年ぶりに我々は２度目の「地方分権の推進に関する意見」を本年６月、内閣及び国会に提出し、豊かな自治と新しい国のかたちをもとめて７つの具体的な提言を行った。

その結果、今臨時国会に「地方分権改革推進法」が提出され、現在審議中であるが、国は、真の地方分権改革を推進するため、特に、下記事項の実現を図るよう強く要請する。

記

１　地方に関わる事項についての政府の政策立案等に関して、地方の意見を反映させる仕組み（地方行財政会議（仮称））を構築すること
２　地方分権改革推進計画を作成する際、地方と事前協議すること
３　地方分権推進委員会の委員の選任に当っては、地方の意見を反映させること
　　以上、決議する。
　　平成１８年１１月２２日
　　　　　　　　第５０回町村議会議長全国大会
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